
方針
施策
No. Ａ 取組 Ｂ 取組概要 2016 2018 2020

公共交通利便性向上施策

1 1
鉄道・バスの利便
性向上

京都市域を運行する鉄道・バス事業者の連
携により，複数事業者のバスダイヤ，系統，
乗場，案内表示の一元的な見直しを図り，
公共交通の利便性向上を図ります。

－

2 2
京都駅南口駅前
広場の整備

京都市内最大のターミナルである京都駅の
南口駅前広場を，「使いやすさ」「やさしさ」
「美しさ」「おもてなし」「賑わい」を実感できる
駅前広場としてリニューアルします。

－

3 3
駅などのバリアフ
リー化の推進

　高齢者や障害のある方をはじめ，誰もが公
共交通を利用して円滑に移動できるユニ
バーサル社会の実現を目指して，駅などの
旅客施設のバリアフリー化を推進します。

移動等円滑化基本構想を策定
した地区数（累計）
　2014年度：22地区

4 4
公共交通不便地
域の対応策の検
討

モデル地域において，地域住民，交通事業
者，行政が連携を図りながら，ワーキンググ
ループを設置し，アンケート調査などを通じ
て，生活交通の維持に向けた仕組みづくりな
ど，公共交通不便地域のあり方を検討しま
す。

▼住民・事業
　者・行政が
　一体となった
　取組の実験
　的な実施

北部山間地域における公共交
通のあり方の検討（単年度）
　2014年度：3運行主体

5 5
交通情報通信シ
ステムの運営

バス車内における目的地到着予定時刻案
内，乗継ぎ案内などの交通情報や目的地周
辺の最新の観光情報を提供し，利便性を向
上させるシステムを運営します。

「歩くまち・京都」公共交通セン
ターＨＰ及び「歩くまち・京都」ア
プリへのアクセス数
　2014年度：1,300万件

計画後期の取組のロードマップ

公共交通の利便性　向上策の検討・実施

システムの安定的な運営

Ｄ 進捗指標
Ｃ ロードマップ

１．「既存公共交通」の取組（既存公共交通の利便性向上）

　　▼西大路地区において
　　　 「基本構想」を策定

重点整備地区内の駅の整備

京都市北部山間地域における公共交通のあり方の検討

　　▼道路（土木・建築）工事，
　　 　駅前広場工事　完成予定

駅前広場の整備
タクシー・バスのショットガンシステムの運営

資料２－２



２．「まちづくり」の取組（歩行者優先のまちづくり）
「歩くまち・京都」を支える歩行空間の充実

6 6
安心・安全な歩行
空間創出の推進

多くの市民，観光客が利用する細街路にお
ける自動車交通を抑制した「歩いて楽しいま
ち」の整備，東大路通等での歩行環境の改
善により，安心・安全で快適な歩行空間を創
出します。

－

未来の公共交通の充実

7 7
LRT,BRTなどの新
たな公共交通の
検討

京都のまちにふさわしい公共交通を実現する
ため，ＬＲＴ，ＢＲＴ等の新たな公共交通の導
入に向けた取組を推進します。

新たな公共交通の導入に向けた検討 ー

自動車交通の効率化と適正化

8 8

京都未来交通イノ
ベーション研究機
構の設立及び運
営

産学公連携の下，ＩＣＴを用いて交通に関す
る様々な情報を収集・統合し，これらの情報
を利活用して，人と物の安全で快適・効率的
な移動に資する技術やサービスを開発する
ための研究を行います。

産学公連携の勉強会の開催回
数（単年度）
　2014年度：１回

9
9

【統合】

パークアンドライド
の通年実施，及び
観光地等における
自動車流入抑制
策の検討

郊外駅周辺の駐車場にクルマをとめ，公共
交通に乗り換えることにより，都心地域に流
入する自動車を減らすパークアンドライドを通
年で実施し，観光地等における自動車流入
抑制策の検討と対策に取り組みます。

パークアンドライドHPへのアクセ
ス数（単年度）
　2014年度：　6.5万件

# 10
駐車場施策の推
進

駐車需要に応じた駐車施設の適正な配置を
図るとともに，歩くことを中心としたまちと暮ら
しの実現に寄与するよう自動車流入の抑制
を図ります。

▼駐車場整備
　計画の検証
　，見直し

－

# 11

タクシー交通の位
置付けの明確化と
効果的な活用の
検討

タクシー駐停車マナーの向上や大量の空車
タクシー走行による環境負荷低減に向けた
具体策を検討します。

－

# 12
カーシェアリングの
更なる普及

複数の会員が自動車を共同利用するカー
シェアリングの更なる普及により，自動車の保
有台数と走行距離の減少を図ります。

－

駐車場整備計画の推進

調整中

産学公連携の勉強会の開催

パークアンドライドの通年実施
更なるパークアンドライドの利用促進策の検討
パークアンドライドを始めとした自動車流入抑制策の検討
臨時バスの運行，停留所の分設等による周辺の混雑緩和

安心・安全な歩行空間創出の推進

タクシー駐停車マナーの向上を促す取組を実施



歩行者と共存可能な自転車利用環境の整備

#
13

【統合】

京都の特性に応じ
た自転車利用環
境の整備

行政と事業者の連携協力による自転車等駐
車場の整備や，自転車道や自転車レーンま
たは既存の自転車歩行者道等の改築などに
よる通行環境の改善を図ります。

自転車走行環境の整備延長
（累計）
　2014年度：　9.8 ｋｍ
　2020年度:203.0ｋｍ

「『歩くまち・京都』憲章」の普及・啓発

# 14
学校教育，イベン
ト，商業施設など
での普及・啓発

パンフレットや啓発グッズなどの配布，アナウ
ンスやイメージ映像の放送などにより，学校，
シンポジウム，イベント，商業施設などにおけ
る継続的な普及・啓発活動を行います。

「歩くまち・京都」憲章普及・啓
発実施回数（単年度）
　2014年度：5回

「スローライフ京都」大作戦(プロジェクト)

# 15
広報媒体などを
活用したモビリ
ティ・マネジメント

クルマ利用者に対して，ウェブサイトや広報
媒体などを活用した啓発やアンケートなどの
コミュニケーション手段を通じ，自発的な交
通行動の変化を促します。

# 16
「市民」の交通行
動スタイルの見直
しを促す施策

市民を対象に，「家庭」「学校」「職場」などあ
らゆる機会を通じて，公共交通情報マップの
配布やアンケート，環境学習の一層の推進，
エコ通勤の推進などを実施し，交通行動スタ
イルの見直しを促します。

# 17
「観光客」の交通
行動スタイルの見
直しを促す施策

京都市への観光客を対象に，クルマを使わ
ない観光の優位性を伝えることにより，公共
交通を利用した観光を呼び掛けます。

京都観光総合調査入洛利用
交通機関別数における公共交
通機関の構成比率の向上
（2014年度90.1％）

市の発行物を活用したモビリティ・マネジメント（MM）の実施

京都観光オフィシャルサイト「京都観光Navi」内において，公共交通の利用を
促す啓発及び利用に関する情報を提供

関係機関と連携したMMの実施

自転車走行環境の整備

自転車等駐車場の整備

関係機関と連携したMMの実施

市民向けＭＭ情報を提供した
配布数（単年度）
　2014年度：　95万世帯

各種イベントでの普及啓発活動を継続実施

３．「ライフスタイル」の取組（歩いて楽しい暮らしを大切にするライフス
タイルへの転換）



４．エコカーへの転換
インフラ整備の推進

# 18

共同住宅，民間
駐車場，商業施
設などへの充電
設備・水素ステー
ションの設置に対
するインセンティブ
の付与の検討

民間事業者などによる充電設備や水素ス
テーションの設置に対してインセンティブを与
える制度の創設や，新築建築物への充電設
備の導入を進める仕組みを検討し，エコカー
の普及に向けたインフラ整備を推進します。

ＥＶ用充電設備設置数（累計）
　2014年度：　217機
　2020年度：1,060機

事業者・販売店を通じた転換促進

# 19

特定事業者に対
する一定割合以
上のエコカー導入
の義務制度の推
進

条例に基づき，特定事業者に対して，事業
用の自動車を購入（リースを含む）する際に，
一定割合以上をエコカーとすることを義務付
ける制度を推進し，エコカーの導入を促進し
ます。

制度運用

特定事業者におけるエコカー導
入割合
　2014年度：91%
　2020年度：95%

# 20

自動車販売事業
者に対するエコ
カー販売実績報
告の義務制度の
推進

条例に基づき，自動車販売事業者に対し
て，エコカーの販売実績を報告することを義
務付ける制度を推進し，エコカーの販売を促
進します。

エコカー販売割合
　2014年度：88%
　2020年度：90%

# 21
電動バス・ハイブ
リッドバスなどの導
入促進

次世代EV（電動）バスの実証実験などを踏
まえたEVバスの実用化を進めるとともに，環
境にやさしいハイブリッドバスなどの低公害車
の導入を推進します。

アイドリングストップバスの導入
率
　2015年度：　94.0%
　2020年度：100.0%

アイドリングストップバスの導入

ＥＶバス導入の検討

ＥＶ充電設備設置補助

制度運用



方針
施策
No. Ａ 取組 Ｂ 取組概要 2016 2018 2020

１．地域産木材の活用
建築物の地域産木材利用

# 22

特定建築物にお
ける地域産木材
の利用義務制度
の推進

条例に基づき，特定建築物（延床面積2,000
㎡以上の新築・増築建築物）の建築主に対
し，地域産木材の利用を義務付ける制度を
推進し，地域産木材の積極的な利用を促進
します。

制度運用

特定建築物における地域産木
材利用量（累計）
　2014年度：1,857.1 ㎥
　2020年度：6,500.0 ㎥

#
23

【統合】

公共施設への地
域産木材の率先
利用

「京都市公共建築物等における木材利用基
本方針」に基づき，京都市が整備する公共
建築物などの公共施設において，地域産木
材を積極的に利用するとともに，京都市及び
関係機関において，木質ペレット及び地域産
木材を使った物品を積極的に利用します。

（145㎥以上）
公共施設における木材利用量
（単年度）
　2014年度：283 ㎥

# 24

「CASBEE京都」に
よる環境性能の評
価が高い建築物
の普及促進

京都らしい環境配慮建築物を適切に評価，
誘導するためのシステムである「CASBEE京
都」による環境性能評価の届出及び表示を
推奨（延床面積2,000㎡以上の特定建築物
は義務化）し，環境性能の評価が高い建築
物の普及を図ります。また，京都にふさわしい
環境に配慮した建築物を「京（みやこ）環境
配慮建築物」として顕彰します。

▼京環境
　 配慮建築物
   の顕彰

▼京環境
　 配慮建築物
   の顕彰

CASBEE京都評価届出件数
【非住宅】（累計）
　2014年度：181件
　2020年度：460件

# 25
低炭素景観の保
全・創造

歴史まちづくりや，京町家の保全・活用の推
進などにより，既存建築物の有効活用を図る
とともに，地域の特性に応じたきめ細かなデザ
インの規制や時代をリードする質の高いデザイ
ンの誘導など，長く親しまれる建築物による
市街地景観の形成を推進します。

京町家まちづくりファンドや「京
都市空き家活用・流通支援等
補助金」制度，京町家まちづくり
クラウドファンディング支援事業
等を活用して改修した京町家の
件数
　2014年度：34件
　2020年度：73件

Ｃ ロードマップ

京町家まちづくりファンド等を活用した京町家の改修の促進
地域特性に応じたきめ細かなデザインの規制等の実施

みやこ杣木の利用
（60㎥以上）

           総括を踏まえた
▼総括  利用促進

▼京環境
　 配慮建築物
   の顕彰

CASBEE京都の運用

Ｄ 進捗指標



# 26

京都型環境配慮
住宅「平成の京町
家」の更なる普及
促進

伝統的な京町家の知恵と現代的な環境技術
が融合した京都型環境配慮住宅である「平
成の京町家」の普及を図ります。

調整中

#
27

【新】

建築用材や未利
用間伐材など市
内産木材の総合
的な需要拡大

林業・木材業の活性化を図るため，建築用
材から未利用間伐材に至るまでの総合的な
市内産木材（みやこ杣木）の需要拡大を図り
ます。

市内産木材（みやこ杣木）の登
録事業体数
　2014年度：58団体
　2020年度：82団体

間伐材や木質ペレットなどの利用

#
28

【統合】
バイオマス活用の
推進

バイオマスの利用拡大に向けて，「バイオマス
産業都市構想」を策定し，国補助金の活用
等により，本市の地域特性に応じ，木質バイ
オマスや廃棄物系バイオマスのエネルギー
利用を拡大し，新たな産業の創出と地域循
環型エネルギーの普及拡大を図ります。

バイオマスの総利用率
　2012年度：47%
　2020年度：55%

# 29

木質ペレットストー
ブ・ボイラー・吸収
式冷温水機の普
及推進

木質ペレットを燃料とするストーブ，ボイラー，
吸収式冷温水機を普及推進するため，導入
支援策を実施します。

木質ペレット機器導入数（累
計）
　2014年度：
　　ストーブ：243台
　　ボイラー：8台

#
（Ｎｏ.23
再掲）

# 30
間伐材の需給に
対する助成

木質ペレット原料用の間伐材の供給に対する
助成制度を運用し，間伐材の需要拡大と森
林の適切な整備を推進します。

木質ペレットの原料となる地域
産間伐材の供給量
　2014年度：原木1,833 ㎥

木材利用者への情報提供

# 31
市内産材ストック
情報システムの運
用

京都市内産木材の利用促進を図るため，工
務店が必要とする木材の供給状況が分かる
ストック情報システムを，木材業界との連携に
より運用します。

－

「平成の京町家」の認定

「平成の京町家」コンソーシアムと連携した普及促進

普及促進の新たな手法を検討

木質バイオマス活用の促進
廃棄物系バイオマス活用の促進

木質ペレット需要拡大事業

災害に強い森づくり事業（京都市内産木材搬出支援）

みやこ杣木認証制度運用支援
市内産木材の需要拡大

公共施設への地域産木材の率先利用

市内産材ストック情報システムの運用



２．森林の適切な保全
森林整備

# 32
健全で多様な森
林の育成

森林整備事業などによる健全な森林づくり，
とりわけ間伐の必要な森林や放置された森
林の整備の推進と森林認証制度の普及に努
めるとともに，長伐期林，複層林，広葉樹林
など多様な森林の整備を進めます。

間伐の実施
森林面積（天然生林，育成林）
　2014年度：29,600 ha
　2020年度：30,100 ha

# 33
三山森林景観保
全・再生ガイドライ
ンの推進

三山の森林景観を保全・再生するためのガイ
ドラインに基づき，市民や事業者との協働によ
る森林景観づくりを推進します。

三山森林景観保全・再生ガイド
ラインに基づく森林面積
　2014年度：  5.65 ha
　2020年度：15.00 ha

# 34
森林整備の担い
手となる人材の育
成・確保

林業労働者の社会保障制度や技術研修制
度の充実，森林組合などにおける森林整備
班の養成を行うことにより，林業の担い手を確
保し，森林整備に必要な体制の整備を図りま
す。

林業労働者長期就労日数
 2014年度：13,231人・日
 2020年度：15,000人・日

林業の振興

#
35

【統合】

林業経営の効率
化と低コスト化の
推進

林業の生産性を高め，経営の効率化を図る
ため，密度の高い林内路網の整備と，地形・
立地に適した高性能林業機械の導入を進め
るとともに，市内産材を安定供給できる体制
づくりを目指して，伐採，造林，保育を一体
的，計画的，効率的に行う施業の集約化を
推進します。

林内の路網密度
　2014年度：15.9 m/ha
　2020年度：16.0 m/ha
森林整備面積（保育＋植林）
　2014年度：42,640 a
　2020年度：40,510 a

森づくりへの市民参加

# 36
森づくりサポー
ターの拡充

市街地周辺三山における森づくりのために，
市民，企業，学識者，行政などによる協働の
輪を広げます。

森づくりサポーター登録者数
　2014年度：15団体
　2020年度：20団体

# 37
里山などの森林を
活用した環境学
習事業の展開

市民参加による植栽活動等の森づくりや，森
林の現状等について発信する公開セミナー
等を開催します。

環境学習活動の実施回数（単
年度）
　2014年度：13回
　2020年度：13回

京都伝統文化の森推進協議会の活動

林業担い手対策事業

市民参加による森づくり
森林の現状等に係る市民への普及啓発

林内路網の整備
森林総合整備事業（植林，保育，作業路整備）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高性能林業機械の導入

ガイドラインの普及・啓発
ガイドラインを活用した森林整備
ガイドラインを活用した森づくり等活動の推進



３．水と緑と風を活かしたまちづくり
市街地の緑化

# 38
特定緑化建築物
の緑化義務制度
の推進

条例に基づき，特定緑化建築物（敷地面積
1,000㎡以上の新築・改築建築物）の建築主
に対する，当該建築物及び敷地の緑化を義
務付ける制度を推進し，市街地の緑化を促
進します。

制度運用

特定緑化建築物における緑化
面積（屋上＋地上，累計）
　2014年度：  8.5万㎡
　2020年度：27.0万㎡

# 39
公共施設の緑化
の推進

京都市が整備する公共建築物などの公共施
設において，緑化を積極的に推進します。

―

# 40
民有地緑化に対
する助成の充実

住宅や事業所などの民有地において，
敷地や建築物の屋上，壁面を緑化する
場合に，費用の一部を助成することによ
り，民有地緑化の推進を図ります。

京のまちなか緑化助成件数
　2014年度：13件
　2020年度：40件

# 41
市民などとの協働
による民有地緑化
の推進

緑が少なく，緑化余地も少ない中心市街地
において，地域（緑地）協定などの手法を用
いることにより，民有地緑化の推進を図りま
す。

緑地協定の認可件数（累計）
　2015年度：1件
　2020年度：2件

ヒートアイランド対策

# 42
市民農園の整備
などによる農地の
有効活用

地域主導の農業体験農園の開設等にかかる
経費を補助し，市民が参加できる環境にやさ
しい都市型農業を振興します。

市民農園区画数又は農園体
験者数
　2014年度：3,757
　2020年度：5,000

# 43
水と緑のネットワー
クづくり

市街地周辺の山々や農地の緑，中心市街地
における街路樹などの緑と，市内を貫流する
河川の軸を骨格とした水と緑のネットワークを
形成します。
また，河川を幹として，緑の適切な配置により
郊外から清涼な風を都市に送り込む，「風の
道」を形成することにより，ヒートアイランド現
象の緩和を推進します。

高木植栽本数
　2014年度：   722本
　2020年度：1,000本

# 44
水を活用した取組
の推進

水の気化熱を利用して周辺の気温を下げる
「打ち水」の実施拡大や，「ミスト装置」の普及
促進に取り組み，ヒートアイランド現象の緩和
につなげます。

保育所等への簡易型ミスト設
置数
　2015年度：計   600個
　2020年度：計1,100個

打ち水の効果の周知
下水の高度処理水・雨水貯留タンクにたまった雨水を用いた打ち水の実施
（「打ち水」大作戦等）
民間事業者等へのミスト装置の普及促進事業

市民農園の整備及び運営に対する支援
総合体験型市民農園の継続

街路樹植栽工事（道路の森づくり）

街路樹植栽工事（花の道づくり）

民有地緑化（屋上，壁面，地上）の推進を図るための
費用（一部）助成を実施

「京都市公共建築物低炭素仕様」に基づく施設整備

良好な街の環境を形成するため，市民や土地開発業者などに対して，
同制度の普及に関する取組を実施



方針
施策
Ｎｏ． Ａ 取組 Ｂ 取組概要 2016 2018 2020

１．再生可能エネルギーの導入拡大
事業活動における活用

# 45

特定建築物への
再生可能エネル
ギー利用設備の
導入義務制度の
推進

条例に基づき，特定建築物（延床面積2,000
㎡以上の新築・増築建築物）の建築主に対
し，太陽光発電設備などの再生可能エネル
ギー利用設備の設置を義務付ける制度を推
進し，再生可能エネルギーの導入を促進しま
す。

制度運用

特定建築物への再生可能エネ
ルギーの導入量（累計）
　2014年度：  3,601.1万MJ
　2020年度：13,000.0万MJ

# 46
事業者排出量削
減計画書制度に
おける評価

条例に基づく，特定事業者に義務付けられて
いる，温室効果ガス排出削減のための計画・
報告書を市に提出する制度において，再生
可能エネルギーの利用を評価します。

制度運用

事業者排出量削減計画書制
度における削減量（2013～
2020年度）
　2020年度：
　　産業　　3.60万トン
　　運輸　　0.90万トン
　　業務　10.16万トン

（Ｎｏ.24
再掲）

（Ｎｏ.28
再掲）

#
47

【統合】

地球温暖化対策
の効果を，様々な
媒体，機会を通じ
て啓発する戦略
的広報の展開

生活や事業活動の様々な場面での取組が必
要となる地球温暖化対策について，革新的
な環境技術や効果的な環境活動の内容，そ
れらの導入・実施の支援制度やメリットなど
を，総合的に，わかりやすく，様々な媒体，機
会を通じて啓発します。

―

# 48

再生可能エネル
ギー導入拡大の
ための関連事業
者等との連携強
化

再生可能エネルギーの飛躍的な導入拡大に
向け，再生可能エネルギー利用設備メー
カーや設置事業者などの関連事業者等との
連携強化を図ります。

―
事業者と意見交換等を行う
「くらしのエコエネルギー普及促進懇談会」の開催

Ｃ ロードマップ
Ｄ 進捗指標

「CASBEE京都」による環境性能の評価が高い建築物の普及促進

バイオマス活用の推進

様々な媒体を活用した普及啓発の推進



市民生活における活用

# 49

太陽光発電設備
及び太陽熱利用
設備等の導入に
対する助成などの
継続実施

更なる太陽エネルギーの普及に向け，再生
可能エネルギー利用設備等導入に係るワン
ストップ窓口等を活用しつつ，京都の景観と
調和した太陽エネルギーの利用拡大を進め
るとともに，太陽光発電設備の導入支援を継
続します。また，太陽熱利用，蓄電システム
についても利用拡大を図ります。

太陽光発電システム助成実績
（累積）
　2014年度：　8,538件
　2020年度：25,000戸

# 50
市民協働発電制
度の推進

市民力・地域力を生かした，地域の活性化に
つながる仕組みを推進し，再生可能エネル
ギーの飛躍的な普及拡大を図ります。

コーディネーター派遣実績
　2014年度：10箇所

（Ｎｏ.29
再掲）

#
51

【新】

ネット・ゼロ・エネル
ギー・ハウス（ＺＥ
Ｈ）の普及促進

新築住宅において，高断熱や高効率空調
機，LED照明等の省エネ技術を導入する一
方で，そのエネルギー消費性能に見合う再生
可能エネルギー利用設備を導入し，ZEHを実
現するため，国等の取組と連携し，京都の特
性を生かしながら，ZEHの普及促進を図りま
す。

―

（Ｎｏ.47
再掲）

（Ｎｏ.48
再掲）

#
52

【新】

マンションへの再
生可能エネル
ギー導入促進策
の検討

マンションにおける太陽光発電や太陽熱利用
システム等の導入の障壁を取り除くための方
策を検討し，導入促進を図ります。

―

#
53

【新】

建築・不動産関係
団体との連携によ
る再生可能エネ
ルギー導入促進
策の検討

建築・不動産関係団体の設計・施工技術者
向けに再生可能エネルギー導入に係る講習
会等を実施し，建築主の屋根の工事に対す
る不安等の課題を共有し，再生可能エネル
ギー利用設備の導入を働き掛けやすい環境
づくりを構築します。

―

# 54
小水力発電の導
入の推進

未利用エネルギーの中でも活用が期待され
る小水力発電について，新たな地域エネル
ギーとしての有効利用を図ります。

公共施設への導入数（累計）
　2014年度：2箇所

太陽光発電システム，太陽熱利用システム等設置の普及促進

地域コミュニティ主体の市民協働発電の普及支援
（コーディネーター派遣等）

ZEH普及策の検討 実施

新たな導入の検討

障壁を取り除く方策の検討　　　　促進策の実施

住宅関係団体等のノウハウ向上策の検討及び講習会等の実施

木質ペレットストーブ・ボイラー・吸収式冷温水機の普及推進

地球温暖化対策の効果を，様々な媒体，機会を通じて啓発する戦略的広報の展開

再生可能エネルギー導入拡大のための関連事業者等との連携強化



公共部門における活用

#
55

【統合】

公共施設への再
生可能エネル
ギーの率先導入

京都市の公共施設において，「京都市公共
建築物低炭素仕様」を十分反映させるととも
に，屋根貸し・市民協働発電制度の活用・下
水汚泥の有効利用など，再生可能エネル
ギーの導入を最大限図り，導入後はしっかり
と「情報発信」を行います。

再生可能エネルギー設備（木
質ペレットを含む）の導入による
CO2削減量

　2014年度：544 t-CO2

　2020年度：925 t-CO2

（Ｎｏ.28
再掲）

# 56

市民に親しまれ，
高い創エネ機能を
備えた南部クリー
ンセンター第二工
場(仮称)の建替え

平成19年3月に休止した南部クリーンセン
ター第二工場について，高効率なごみ発電
やバイオガス化施設の併設等，最新の廃棄
物処理設備を整備することにより，ごみの持
つエネルギーを最大限回収し，環境負荷の
低減，地球温暖化の防止につなげます。

稼働 ―

２．地域におけるエネルギーマネジメント
スマート・コミュニティの構築

# 57

「スマートシティ京
都研究会」におけ
る「防災とエネル
ギー・ICT」等を
テーマとした産学
公連携による新規
プロジェクト創出

産学公の連携により設立した「スマートシティ
京都研究会」を中心に，地域全体でのエネル
ギー需給の最適化を図る仕組みの構築のみ
ならず，ICT を活用して地域が抱える防災等
の諸課題を解決する「スマートシティ」につい
てのプロジェクト化に向けた検討を行います。

プロジェクト創出数（累計）
　2014年度：1件
　2020年度：6件

# 58

再生可能エネル
ギーとエネルギー
マネジメントシステ
ムによる「見える
化」・「最適化」の
取組を核とした岡
崎地域の活性化
の推進

岡崎地域において，複数施設に自立分散型
エネルギーの導入とエネルギーマネジメントシ
ステム（BEMS，CEMS 等）を構築し，地域全
体で最適なエネルギー管理を制御する仕組
みのモデル検証や，さまざまな環境先進技術
の「見える化」などによる「岡崎地域公共施設
間エネルギーネットワーク形成実証事業」を
推進します。

岡崎地域でBEMSを導入してい
る公共施設数（累積）
　2014年度：3施設
　2020年度：5施設

# 59

都市活力の維持
向上に向けた都
市機能の配置及
び誘導

「都市計画マスタープラン」に基づき，地域ご
との特性を生かすための多彩で個性的，かつ
秩序ある土地利用の展開や地球環境への負
荷の少ない集約的な都市機能の配置を図
り，様々な都市活動を持続的に展開すること
ができる都市を実現します。

－

建替え整備工事

新規プロジェクトの創出・推進

バイオマス活用の推進

岡崎地域公共施設間エネルギーネットワーク形成実証事業の推進

都市計画マスタープランの推進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　プランの見直し（H33年度）に向けた検討

公共建築物低炭素仕様強化推進ワーキンググループの開催
公共建築物低炭素仕様に基づく率先導入

下水汚泥処理施設の　　　　　　▼下水汚泥処理　　　　下水汚泥処理
改築更新工事　　　　 　　　　　　　 施設の運転開始　　　施設の運転継続



推進方針
具体的施策
Ｎｏ． Ａ 取組 Ｂ 取組概要 2016 2018 2020

１．エコ生活の普及促進
エコを楽しく格好よく

# 60

「DO YOU
KYOTO？」の推
進を通じた環境に
やさしいライフスタ
イルへの転換

京都議定書が発効した2月16日を記念し，
毎月16日を「DO YOU KYOTO？デー」と定
め，公共交通の利用や省エネルギーの取組
など，環境にやさしい取組を市民や事業者と
ともに実践します。

「DO YOU KYOTO？」関連イベ
ント参加者数
 2014年度：812,477人
 2020年度：910,000人

# 61

「大学のまち京
都・学生のまち京
都」の学生の力を
活用したエコ活動
の推進

人口の約1割に当たる学生が在籍する京都
の特性を踏まえ，学園祭などのイベントにおけ
る京都市との協働など，学生の力を活用した
取組を推進します。

－

# 62 エコドライブの推進
燃料消費量の少ない運転方法であるエコドラ
イブについて，広く一般ドライバーへの普及を
図ります。

エコドライバーズ宣言者数（累
計）
　2014年度：136,547人
　2020年度：256,000人

#
63

【新】
近接共住促進策
の研究

一世帯当たりのエネルギー消費量は減少傾
向にあるものの，世帯数増加により家庭部門
のエネルギー消費量は増加傾向にあることを
踏まえ，人口減少抑制や高齢者福祉等の複
次的効果を生み出す近接共住の促進策を
検討し，他の施策と連携して取り組みます。

―

エコで健康に

# 64

農林水産物の地
産地消」の普及・
推進による環境に
配慮した食生活の
普及

旬の時期を待って地元食材を食べる地産地
消の推進や，環境に配慮しながら「買い物」・
「料理」・「片づけ」を行うエコクッキングなどの
取組を通して，食材の生産・輸送・調理に使
用するエネルギー量を低減し，環境負荷の
小さい食生活の普及を図ります。

京エコロジーセンターにおけるエ
コクッキングイベント開催回数
　2014年度：28回
　2020年度：30回

#
65

【新】

安心・安全で便利
な京都式レンタサ
イクル検討委員会
の設置

民間のレンタサイクル事業者のノウハウを活
用しつつ，京都ならではのレンタサイクルの可
能性について，レンタサイクル検討委員会を
設置し検討します。

▼レンタサイ
　クル検討
　委員会の
　開催

▼レンタサイ
　クルの認定
　制度の開始

推進
認定事業者数
　2014年度：0

スマートフォンに対応したホームページの更新・維持

京都学生祭典への支援を継続実施

課題抽出，近接共住促進策の検討・実施

エコドライブの普及促進

「京の旬野菜推奨事業」の推進

京エコロジーセンターにおけるエコクッキングイベントの継続

Ｄ 進捗指標

「DO YOU KYOTO？デー」をはじめ，
環境にやさしい取組を市民や事業者ととも実践

Ｃ ロードマップ



エコを学ぶ

# 66

子どもたち自らが
将来の地球環境
について考えるこ
とを促す環境教育
の推進

環境教育スタンダードに基づき，小中一貫し
た取組を推進するとともに，夏休みや冬休み
などを利用して，家族ぐるみで省エネに取り組
んでもらう「こどもエコライフチャレンジ」や環境
副読本の作成，学校版KESの認証取得など
の取組を通して，自らが将来の地球環境につ
いて考えることを促す環境教育を推進しま
す。
また，京エコロジーセンターと青少年科学セン
ターの連携により，小学生の地球温暖化をは
じめとした環境問題についての認識を深め，
学校や家庭での具体的な行動につなげま
す。

市立小学校におけるエコチャレ
実施率（実施校数÷全校数）
　2014年度：100%
　2020年度：100%

（Ｎｏ.47
再掲）

# 67

京エコロジーセン
ターの環境活動
拠点としての機能
向上

COP3開催の記念館である京エコロジーセン
ター（エコセン）を中心としてエコ学習を展開
することにより，地球温暖化対策に対する意
識の向上を図ります。また，京エコロジーセン
ターのボランティア活動を通して，環境問題
に主体的に取り組む人材の育成を図っていき
ます。

京エコロジーセンター来館者数
（単年度）
　2014年度：91,847人
　2020年度：92,000人

#
68

【新】

ライフステージに
応じた系統的・統
合的な環境教育
基本指針の策定・
推進

　今後，持続可能な社会を作る上で最大の
鍵となるのが，人の環境に関する知識・意識
の向上及び行動の活性化であり，家庭，学
校，職場，地域その他のあらゆる場において
環境とのつながりや，環境保全についての理
解を深めるための教育及び学習としての環境
教育を，ライフステージに応じて系統的かつ
統合的に推進するための，環境教育基本指
針を策定し，そこで掲げた取組を推進してい
きます。

―

【新】エコで得する

#
69

【新】

高効率家電等へ
の更新の促進策
の検討

導入コストが課題である一方で，省エネ性能
向上による効果が大きいことから，高経年家
電機器の更新促進策を検討します。
また，HEMSや蓄電池等の省エネ設備の導入
により，容易に省エネや電気・ガス料金の低
下につながることを啓発することで導入を加
速化します。

家電製品の更新台数
　2014年度→2020年度
　冷蔵庫：30→70万台
　エアコン：77→160万台
　テレビ：63→195万台
　LED照明：28.5→78％

課題の抽出
　　　仕組みの構築に向けた検討
　　　　　　促進策の実施

▼基本指針
　 の策定　　　　　基本指針に基づく取組の推進

こどもエコライフチャレンジの全校実施

青少年科学センターによる京エコロジーセンター学習の実施

多分野にわたる地球温暖化対策の取組とその効果を，総合的に，わかりやすく，様々な媒体，機会を通じて啓発する戦略的広報の展開

エコセン機能の向上と環境人材育成の充実



（Ｎｏ.49
再掲）

（Ｎｏ.51
再掲）

２．地域コミュニティにおけるエコ活動の推進
地域ぐるみのエコ活動

# 70

環境にやさしい取
組を主体的に推
進するエコ学区活
動の充実

環境にやさしいライフスタイルへの転換を促
進するため，地域ぐるみで省エネルギーをは
じめとする環境意識の高揚と環境活動の実
践が図られるよう，京都ならではの地域コミュ
ニティである「学区」の主体的なエコ活動の拡
大・充実を促進します。

学習会等の実施件数
　2014年度：38件
　2020年度：60件

# 71
エコ商店街など新
たな「エコ・コミュニ
ティ」の創設

商店街や大学など，地球温暖化対策に取り
組む「エコ・コミュニティ」を新たに創設し，温
室効果ガス排出量削減の取組を推進しま
す。

DO YOU KYOTO？クレジットへ
の新規参加コミュニティ数
　2014年度：7件
　2020年度：15件

# 72
「DO YOU
KYOTO？クレジッ
ト」制度の推進

京都発の地産地消型の地域クレジット制度
「DO YOU KYOTO?クレジット制度」を活用す
ることにより，エコ学区，市民団体や商店街な
どのコミュニティにおける省エネ活動を推進し
ます。

クレジット創出量（累計）
　2014年度：   282.7トン
　2020年度：1,100.0トン

３．環境に配慮した住宅の普及促進
住宅の省エネ

# 73

既存住宅の省エ
ネルギー改修に
対する補助などの
実施

住宅を長く使うというストック重視の考え方へ
の転換を進め，数世代にわたり安心して住み
継ぐことができる住宅の普及に向けて，省エ
ネ改修補助やエコリフォーム融資などのリ
フォーム支援を行います。また，耐震改修支
援や再生可能エネルギーの導入支援等の，
住宅改修に係る他の施策・制度との連携によ
り，相乗効果を発揮する制度を構築します。

省エネリフォーム実施件数
　2014年度：　604件
　2020年度：8,400件

#
74

【新】

マンションへの省
エネ改修の働き掛
け

30年以上の高経年マンションなど大規模修
繕が必要となるマンションの管理組合等に，
機器更新や断熱改修など省エネ対策等を積
極的に働き掛けます。

―

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）の普及促進

太陽光発電設備及び太陽熱利用設備等の導入に対する助成などの継続実施

既存住宅の省エネリフォームに対する助成，融資
市民が安心してリフォームを実施できる環境の整備
リフォームのためのアドバイス制度の実施

学習会の実施及び内容の充実

課題等の抽出　　　　　　先行事例の発信・省エネ対策等の働き掛け

「DO YOU KYOTO？クレジット」制度や「エコ学区」との連携により推進

コミュニティの募集とプロジェクトの登録の推進



# 75
京都ならではの新
築住宅の省エネ
化の推進

土塗壁や木製建具等が使用された，京都の
気候及び風土に応じた住まいの省エネ基準
を設定するとともに，日々の暮らし方の工夫に
よる省エネを推進するなど，京都ならではの
省エネ住宅の推進に取り組みます。

調整中

（Ｎｏ.24
再掲）

（Ｎｏ.26
再掲）

# 76

コージェネレーショ
ンシステム（熱電
併給）等の普及拡
大によるエネル
ギーの有効利用
の促進

分散型電源としての機能を持ち，さらに発電
等の際に生じる排熱を，家庭や工業などの熱
源，冷暖房，給湯などに用いるなど，エネル
ギーを効率的に利用できる，家庭用燃料電
池をはじめとしたコージェネレーションシステム
等の導入を促進します。

家庭用燃料電池導入台数（累
計）
　2014年度：  2,316件
　2020年度：24,640件

#
77

【新】

住宅エネルギー
性能の向上による
多面的効果の普
及啓発

住宅エネルギー性能向上による，省エネ効
果はもとより，健康増進や快適性向上等の副
次的効果に係る広報媒体を作成し，広く市民
へ啓発します。

―

#
78

【新】

建築・不動産関係
団体との連携によ
るエネルギー性能
に係るノウハウの
向上策の検討

国等が進める新築住宅の省エネ基準適合義
務化やZEH普及の取組を踏まえ，中小工務
店等の設計・施工技術者向けの住宅エネル
ギー性能に係る施行技術の向上につながる
講習会等の実施を検討します。

―

（Ｎｏ.51
再掲）

家庭用燃料電池システムの普及促進

広報媒体の作成，配布

京都ならではの間取りや暮らし方による省エネ化の検討
　
京都の気候及び風土に応じた住まいにおける省エネ基準の検討

住宅関係団体等のノウハウ向上策の検討及び講習会等の実施

「CASBEE京都」による環境性能の評価が高い建築物の普及促進

京都型環境配慮住宅「平成の京町家」の更なる普及促進

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）の普及促進



「見える化」の推進

# 79
家庭における省エ
ネ診断の拡充

各家庭の二酸化炭素排出状況を「見える化」
し，削減余地の大きいものに対して集中的に
対策の提案を行うなど，各家庭の様々なライ
フスタイルに応じたオーダーメードの対策を実
施します。
また，関係団体と連携し，各家庭を戸別訪問
し，家庭における省エネ・節電対策のアドバイ
スを行う仕組みの構築を図ります。

省エネ診断実施数（単年度）
　2014年度：199世帯
　2020年度：400世帯

# 80

HEMSの導入など
電力需要の「見え
る化」による総量
抑制とピークカッ
ト・ピークシフトの促
進

住宅の ICT を活用した電力消費状況の「見
える化」を進めることによる，エネルギー消費
量の総量抑制，ピークカット・ピークシフトを促
進するため，家庭用エネルギーマネジメントシ
ステム（HEMS），蓄電池等の導入拡大に向け
た支援を行います。

―

#
81

【新】

各家庭のエネル
ギー消費実態の
「見える化」

家庭における省エネ診断等の他の取組と連
携し，自宅のエネルギー消費量と比較できる
ような平均世帯のベンチマークを作成し，そ
の周知をすることで更なる省エネ意識の向上
を図ります。

検討中課題の抽出　　エネルギー消費量の調査方法の検討　　　調査実施

省エネ診断会の実施及び受診の啓発

関係団体と連携し，各家庭を個別訪問しアドバイスを行う仕組みの検討

HEMS，蓄電池等の普及促進



方針
施策
Ｎｏ． Ａ 取組 Ｂ 取組概要 2016 2018 2020

１．環境産業の振興・育成
産学公連携による環境技術の開発

# 82

京都府・経済界と
の連携及びオー
ル京都体制での
ｸﾞﾘｰﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの
創出・振興

エネルギー・環境関連産業の育成・振興に向
けて「京都産業育成コンソーシアム」を通じた
京都府・経済界との連携及び，研究・技術開
発から製品化，事業化展開まで一貫したサ
ポートを「（一社）京都産業エコ・エネルギー
推進機構」を活動基盤とするオール京都体
制により進めます。

―

# 83

国等の競争的資
金を活用した新た
な革新的プロジェ
クトの推進

「京都環境ナノクラスター」など，これまでのグ
リーン分野における産学公連携プロジェクトの
成果を基盤にして，国内のみならず，世界に
貢献する京都発グリーンイノベーションの創出
に向け，「研究成果展開事業（ｽｰﾊﾟｰｸﾗｽﾀｰ
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）」や「地域イノベーション戦略支援プ
ログラム」などの国等の競争的資金を活用し
た新たな革新的プロジェクトを，京都の産学
公の力を結集して推進します。

「地域イノベーション戦略支援プ
ログラム」の特許出願件数（累
計）
　2014年度：  4件
　2020年度：28件

# 84

付加価値の高い
新産業を創造す
る京都版ＳＢＩRの
推進

新技術・新製品開発に取り組む市内中小事
業者や中小・ベンチャー企業の新技術を利
用した事業活動を支援するため，京都の地
域プラットフォーム支援体制の強みを生かし
た研究開発段階から販路開拓までを一貫し
て支援する仕組み（Small Business
Innovation Research）を推進します。

オスカー認定企業数（累計）
　2014年度：149社
　2020年度：221件
京都市ベンチャー企業目利き
委員会認定企業数（累計）
　2014年度：113社
　2020年度：152件

# 85
「京都市グリーン
産業振興ビジョン」
の推進

エネルギー・環境産業の振興を戦略的に進
めるため，京都の強みを踏まえた施策の方向
性等を盛り込んだ「京都市グリーン産業振興
ビジョン」を推進します。

グリーン（環境・エネルギー）分
野でのプロジェクト創出数（累
計）
　2014年度：10件
　2020年度：50件

#
86

【新】

水素社会の構築
などエネルギー関
連新技術等の開
発促進

　利用段階で温室効果ガスの排出がなく，将
来のエネルギーとしても中心的な役割を担う
ことが期待される「水素エネルギー」の普及拡
大に向けて，燃料電池自動車（FCV）による
カーシェアリングや水素ステーションの誘致，
太陽光エネルギーを活用した水素ステーショ
ンの設置，家庭用燃料電池システム（エネ
ファーム）の設置助成，水素関連技術の開発
支援などに取り組むとともに，熱発電チューブ
などのエネルギー関連新技術等の開発を産
学と連携して促進する。

市内のＦＣＶ普及台数及び水
素ステーション設置数
　2014年度
　　ＦＣＶ：０台
　　水素ステーション：０基
　2020年度
　　ＦＣＶ：750台
　　水素ステーション：３基

水素ステーションの誘致・ＦＣＶカーシェアリングの実施

熱発電チューブの開発支援                  南部CCでの実用化

「スーパークラスタープログラム」，
「地域イノベーション戦略支援
プログラム」の推進

オスカー認定企業，京都市ベンチャー企業目利き委員会
Ａランク認定企業の発掘，成長支援

「京都市グリーン産業振興ビジョン推進事業」の推進

Ｃ ロードマップ
Ｄ 進捗指標

オール京都による「産業EMS推進事業（仮称）」の推進等



事業拡大支援

（Ｎｏ.85
再掲）

# 87
グリーン購入の促
進

製品やサービスを購入する際に，環境への
負荷が少ないものを選んで購入するグリーン
購入について，事業者に普及啓発するととも
に，京都市が率先して取り組みます。

市役所における環境対応品の
購入率（①消耗品，②備品）
　2014年度：①90.9%，②
96.0%
　2020年度：最新実績（2014
年度実績）以上

（Ｎｏ.82
再掲）

２．企業等における低炭素化の促進
中小事業者における低炭素化の促進

# 88
高効率機器等の
導入に対する補
助

中小事業者の地球温暖化対策と省コストによ
る経営基盤強化を実現する高効率機器等，
省エネ機器の導入に対する補助を行いま
す。

省エネ・節電設備整備補助金
の件数（累計）
　2014年度：　19件
　2020年度：114件

# 89

低炭素型経済活
動を推進する人
材の育成と助言・
診断

事業所を訪問し，「省エネ」や「節電」に関す
るアドバイスを行う専門家の派遣等，事業者
への支援を実施します。

省エネ・節電診断の件数（累
計）
　2014年度：　30件
　2020年度：180件

# 90

民生・業務部門の
省エネルギー・節
電を実現する
「BEMS普及コン
ソーシアム京都」
の事業推進

民生・業務部門の中小事業者における効果
的なＢＥＭＳ導入を促進するための環境づくり
や，業種ごとの特性に応じた省エネ・節電対
策を支援します。

―

# 91

BEMSの導入など
電力需要の「見え
る化」による総量
抑制とピークカッ
ト・ピークシフトの促
進

ビル等の ICT を活用した電力消費状況の
「見える化」によるエネルギー消費量の総量
抑制，ピークカット・ピークシフトを促進するた
め，エネルギーマネジメントシステム（BEMS
等），蓄電池等の導入拡大に向けた支援を
行います。

―
京都産業ＥＭＳ推進本部（京都産業エコ・エネルギー推進機構）による，
エネルギーマネジメントシステムの普及推進

中小事業者省エネ・節電設備整備事業，京フェムス推進事業の推進

「京都市グリーン産業振興ビジョン」の推進

京都府・経済界との連携及びオール京都体制でのｸﾞﾘｰﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの創出・振興

高水準なグリーン調達実施率を維持するための，
各所属への周知や情報提供等を実施

中小事業者省エネ・節電診断事業の推進

▼「BEMS普及
　 コンソーシアム京都」
　 推進事業



大規模事業者における低炭素化の促進

# 92

事業者排出量削
減計画書制度に
おける総合評価
制度の導入と低
評価の場合の追
加削減対策

条例に基づく事業者排出量削減計画書制度
において，排出削減量（率），エネルギー効
率改善，削減対策内容，低炭素型社会の形
成に貢献する製品・サービスの供給などを総
合的に評価し，自主的な排出量削減を図りま
す。
また，低評価の特定事業者に対しては，削減
対策の指導助言を行います。

制度運用

▼充実 ▼充実

事業者排出量削減計画書制
度における削減量（2013～
2020年度）
　2020年度：
　　産業　　3.60万トン
　　運輸　　0.90万トン
　　業務　10.16万トン

#
93

【新】
大学における省エ
ネ・創エネの推進

数多くの大学を有する京都の特性を踏まえ，
ＮＰＯ法人等と連携し，大学からの温室効果
ガス排出量の削減を促進します。

―

# 94
環境マネジメントシ
ステムの導入義
務制度の推進

条例に基づき，特定事業者に対して，環境マ
ネジメントシステムの導入を義務付ける制度
を推進し，事業活動の低炭素化に向けた取
組を促進します。

制度運用
▼充実 ▼充実 環境マネジメントシステム導入

率
　2013年度：　78％
　2020年度：100％

# 95

「公共建築物低炭
素仕様」等に基づ
く公共施設の低炭
素化

「公共施設低炭素仕様」等に基づき，京都市
が率先して整備する公共建築物などの公共
施設や地下鉄等において，LED照明等の高
効率機器の導入等を推進します。

# 96
「公共施設マネジ
メント」の推進

効率的かつ効果的な維持修繕の実施による
長寿命化や施設保有量の最適化など，保有
する公共施設を資産として最適に維持管理
し，有効活用を図る取組を進めます。

「京都市公共建築物低炭素仕様」に基づく施設整備の推進
低炭素仕様強化推進ワーキンググループの開催

各局区等における高効率機器等の率先導入

「京都市公共施設マネジメント基本計画」に基づく
施設類型別計画の策定，推進

京都市役所からの温室効果ガ
ス排出量

　2014年度：389,085トン
　2020年度：377,018トン

大学における省エネ・創エネの推進



３．環境価値の創出・循環
環境価値の創出の仕組みづくり

（Ｎｏ.72
再掲）

（Ｎｏ.71
再掲）

環境価値の需要拡大

# 97
環境に配慮した観
光の推進

京都において創出されたクレジットを活用し，
京都観光に伴うCO2排出量の一部をオフセッ

トする低炭素型のエコ観光や，地域固有の自
然環境・歴史文化を学び，体験する，歩いて
巡る観光の推進や，環境に配慮したサービ
ス・施設の促進などの普及を図ります。

# 98
会議・イベント等に
おけるカーボン・オ
フセットの推進

京都において創出されたクレジットを活用し，
地域で開催される会議やイベント等に伴う
CO2排出量の一部をオフセットする低炭素型

イベントの普及を図ります。

DO YOU KYOTO?クレジット制度の活用事例の発掘，発信

DO YOU KYOTO?クレジット制度の活用事例の発掘，発信

クレジット活用量（累計）
　2014年度：　296.5トン
　2020年度：1,200.0トン

「DO YOU KYOTO？クレジット」制度の推進

エコ商店街など新たな「エコ・コミュニティ」の創設



方針
施策
No. Ａ 取組 Ｂ 取組概要 2016 2018 2020

１．ごみになるものを減らす
２Ｒの促進

#
99

【新】

市民，事業者，京
都市の協働による
取組の推進

しまつのこころ条例において，ものづくり，食，
販売と購入，催事（イベント等），観光等，大
学・共同住宅等の6つの分野に関し，事業者
又は市民によるごみの少ない買い物の実践
やＰＲなどの取組を進めることで，２Rの取組
を推進します。

#
100
【新】

ピーク時からの食
品ロス半減に向け
た取組の推進

生ごみ３キリ運動の更なる推進や食べ残しゼ
ロ推進店舗認定制度の普及拡大など，ピー
ク時（平成12年度9.6万トン）からの食品ロス
半減に向けた取組を推進します。

食品ロス排出量
　2013年度：6.7万トン
　2020年度：5.0万トン

# 101
レジ袋有料化等，
レジ袋削減の取
組の強化

「京都方式」とも呼ばれるレジ袋削減協定を
全国に先駆けて事業者等と締結した都市と
して，発生抑制の取組の象徴とも言えるレジ
袋の削減の取組を強化していきます。

レジ袋排出量
　2013年度：3,200トン
　2020年度：1,800トン

#
102

【統合】
イベント等のエコ
化の推進

京都市エコイベント実施要綱に基づき，学園
祭や地域のイベントなどのエコ化を推進する
ことにより，次代を担う若者をはじめとする市
民やイベント主催者，参加者に対し，更なる
環境意識の向上を図ります。

京都市認定エコイベントの登録
数（単年度）
　2014年度：135イベント
　2020年度：165イベント

リユース食器利用促進助成件
数（単年度）
　2014年度：40件
　2020年度：52件

生ごみ３ｷﾘｷｬﾝﾍﾟｰﾝ，啓発物品の配布等による周知・啓発の取組の推進
食べ残しゼロ推進店舗の拡大，ＰＲの取組の推進

Ｃ ロードマップ

エコイベントの普及・拡大
リユース食器利用促進助成金の運用

Ｄ 進捗指標

２R等に関する継続的な周知・啓発等の取組の推進
報告徴取の実施
市民モニター制度の実施

食品ｽｰﾊﾟｰのﾚｼﾞ袋有料化の市内全店舗への拡大実施に向けた取組の推
進
食品ｽｰﾊﾟｰ以外の業態におけるﾚｼﾞ袋有料化等，ﾚｼﾞ袋削減の取組の拡大



２．ごみは資源・エネルギー，分別・リサイクル
分別・リサイクルの促進

#
103

【統合】

市民の自主的な
分別・リサイクルを
促進する仕組み
の拡充・強化

資源化可能な紙ごみ，古着等のコミュニティ
回収の拡大，せん定枝等の分別排出機会
の拡大，小型家電，電池，水銀含有廃棄物
（蛍光管等）をはじめとする資源物及び有
害・危険ごみの回収の促進，持込ごみの民
間リサイクル施設への誘導策の検討等を実
施します。

紙ごみ排出量
　2013年度：14万トン
　2020年度：10万トン

#
104

【統合】

家庭ごみ・事業ご
みの徹底した分
別によるリサイク
ルの推進

家庭ごみ・事業ごみの分別の義務化とその
周知・啓発の徹底，及びマンションにおける
分別徹底に向けた更なる周知・啓発を推進
します。

プラスチック製容器包装の分
別実施率
　2013年度：36％
　2020年度：60％

（Ｎｏ.28
再掲）

３．ごみは安全に処理して最大限活用
ごみからのエネルギー回収の最大化
（Ｎｏ.56
再掲）

環境負荷を低減するごみの適正処理

1
0
5

105

クリーンセンターの
長寿命化計画等
によるコストや環
境負荷の低減に
配慮した施設の
整備・運営

経済性に配慮した長寿命化計画による施設
の整備・運営を図ります。

―

紙ごみ・古着のコミュニティ回収での回収拡大
せん定枝等の木質ごみの民間リサイクル施設への誘導策の検討・実施
小型家電・電池・水銀含有廃棄物をはじめとする資源物の回収促進

市民に親しまれ，高い創エネ機能を備えた南部クリーンセンター第二工場(仮称)の建替え

分別徹底に向けた周知・啓発

施設保全計画に基づく効率的な維持管理
施設の長期稼働を目指す延命化計画の策定検討

バイオマス活用の推進


